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はじめに 

 
平成１８年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法

律」（行革推進法）を契機に、地方の資産・債務改革の一環として「新地方公会計制度の整備」が

位置付けられました。 
これにより、「新地方公会計制度研究会報告書（平成１８年５月総務省）」で示された「基準モ

デル」又は「総務省方式改訂モデル」を活用して、地方公共団体単体及び関連団体等も含む連結

ベースでの４つの財務諸表を平成２１年度までに整備することが義務付けられました。 
こうした状況を踏まえ、平成２１年度の連結ベースによる財務書類４表の整備に向け、本年度

は「総務省方式改訂モデル」を活用した普通会計財務書類４表を作成しました。 
 
作成の基準 

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の財務書類４表は、平成

１９年１０月に総務省より公表された「新地方公会計制度実務研究会報告書」の「総務省方式改

訂モデル」に基づき作成しています。 
▼ 対象会計範囲 

 普通会計です。 
（一般会計、整備墓地特別会計、都市開発資金特別会計） 

▼ 対象年度 
 作成の対象は平成２０年度とし、平成２１年３月３１日を作成基準日としています。なお、

出納整理期間における出納については、基準日までに終了したものとして処理しています。 
▼ 作成基礎データ 

 昭和４４年度以降の決算統計の数値を基礎として作成しています。退職手当引当金など一

部の金額は、歳入歳出決算書や職員人事情報を用いて算出しています。 
▼ 有形固定資産 

 有形固定資産は取得原価により計上しています。 
昭和４４年度以降の決算統計の普通建設事業費（補助金、負担金として支出した金額を除く） 
を集計し、減価償却計算（用地取得費は除く）した後の金額を計上しています。 
 普通建設事業費のうち、都城市以外の団体に補助金又は負担金として支出した金額につい

ては、都城市が所有する資産ではないため、有形固定資産として計上していません。 
▼ 減価償却 

 土地以外の有形固定資産については、「新地方公会計制度実務研究会報告書（平成１９年１

０月総務省）」に定められた耐用年数により、定額法で減価償却を行っています。 
▼ 退職手当引当金 

 年度末において、在職する全職員が自己の都合により退職するものと仮定した場合に必要

な退職手当のうち、普通会計において負担することが見込まれる額を計上しています。（「地

方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率における算定方法と同一

です。） 
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第１節 貸借対照表の読み方 

1. 貸借対照表とは 

1） 貸借対照表の総括的役割 

 貸借対照表とは自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、

その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に最小表示した一

覧表です。また、資産合計と負債・純資産合計額が一致し、左右のバランスがとれてい

ることからバランスシート（BS）とも呼ばれます。 
2） 貸借対照表の構成要素（資産・負債・純資産） 

 貸借対照表は下図のように資産・負債・純資産から構成されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 「資産」には①自治体が住民サービスを提供するために使用すると見込まれるもの（使

う資産）と、②将来、自治体に資金流入をもたらすもの（売れる資産、回収する資産）

の２つがあります。例えば①についてはインフラ資産や施設などの有形固定資産が含ま

れ、②に関しては税金の未収入金や売却可能資産などが含まれます。 
 負債とは、将来、支払義務の履行により自治体から資金流出をもたらすものです。負

債に計上される主たる項目として地方債があります。地方債は、将来償還していく義務

があるため負債へ計上されます。また、地方債は、公共資産などの住民サービスを提供

するために保有する財産の財源として見た場合、住民サービスを受ける世代間の公平性

の観点から発行されると言われています。このため、負債は「将来世代が負担する部分」

という見方ができます。 
 「純資産」とは、資産と負債の差額です。純資産に計上される主たる項目として補助

金や一般財源があります。上記地方債の場合と同様に住民サービスを提供するために保

有する財産の財源として見た場合、純資産は「現在までの世代が負担した部分」という

見方ができます。 
 

資産 

負債 

純資産 

使う資産 

（例：インフラ資産、施設など） 

売れる資産、回収する資産、 

現金など 

将来世代の負担 

（例：地方債、退職引当金など） 

国・県の負担、過去または

現世代の負担 
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＜図表 1 平成２０年度都城市貸借対照表＞ 

（単位：百万円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 74,456

①生活インフラ・国土保全 152,312 (2) 長期未払金

②教育 49,796 ①物件の購入等 0

③福祉 5,817 ②債務保証又は損失補償 0

④環境衛生 18,104 ③その他 0

⑤産業振興 30,004 長期未払金計 0

⑥消防 3,401 (3) 退職手当引当金 12,511

⑦総務 20,140 固定負債合計 86,967

有形固定資産合計 279,575

(2) 売却可能資産 73 ２　流動負債

公共資産合計 279,648 (1) 翌年度償還予定地方債 8,290

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

２　投資等 (3) 未払金 0

(1) 投資及び出資金 (4) 翌年度支払予定退職手当 1,233

①投資及び出資金 1,047 (5) 賞与引当金 756

②投資損失引当金 0 流動負債合計 10,279

投資及び出資金計 1,047

(2) 貸付金 722 負　　債　　合　　計 97,246

(3) 基金等

①退職手当目的基金 1,636

②その他特定目的基金 10,434

③土地開発基金 2,592 [純資産の部]

④その他定額運用基金 847 １　公共資産等整備国県補助金等 54,680

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 15,509 ２　公共資産等整備一般財源等 174,987

(4) 長期延滞債権 1,474

(5) 回収不能見込額 △ 697 ３　その他一般財源等 △ 20,073

投資等合計 18,057

４　資産評価差額 570

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 210,165

①財政調整基金 3,782

②減債基金 4,147

③歳計現金 1,396

現金預金計 9,325

(2) 未収金

①地方税 456

②その他 70

③回収不能見込額 △ 144

未収金計 382

流動資産合計 9,707

資　　産　　合　　計 307,412 負 債 ・ 純 資 産 合 計 307,412

借　　　　　　　　　　方

貸借対照表（普通会計）
(平成21年3月31日現在)

貸　　　　　　　　　　方

（注）四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。  
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2. 資産の内訳 

 「資産」は、大きく公共資産、投資等、流動資産に分類されます。 
 
1） 公共資産 

 「公共資産」は「有形固定資産」と「売却可能資産」から構成されており、資産の大

部分を占めています。都城市の貸借対照表でも、資産総額が 307,412 百万円であるのに

対して公共資産合計は 279,648 百万円であり、資産総額の 91.0％に達しています。 
 「有形固定資産」とは、長期間にわたって住民サービスを提供するために使用されて

いるもので、具体的に、土地、建物、機械装置などが該当します。ここに計上されてい

る金額は、昭和 44 年度以降（※１）に取得したものの累計額から減価償却の累計額を差

引いた後の金額となっており、都城市では 279,575 百万円となっています。 
 また、「有形固定資産」は、行政目的別に区分されています。これは、自治体が提供す

る住民サービスの種類が多岐にわたっているため、どういった分野の資産を持っている

かを把握することが有用と考えられているためです。都城市の目的別有形固定資産計上

額を見ると、金額の大きい順に、生活インフラ・国土保全が 152,312 百万円（構成比

54.5％）、教育が 49,796 百万円（同 17.8％）、産業振興が 30,004 百万円（同 10.7％）と

なっています。道路や公営住宅などのインフラ整備、学校や体育・文化施設などの教育

文化施設、農道や農地・観光施設などの整備に力を入れてきたことが分かります。 
 一方、「売却可能資産」とは、公共資産のうち、遊休資産や未利用資産など、現在行政

目的のために使用されていない資産を計上するのが原則ですが、今回は翌年度に予算計

上され売却が比較的確実なものを計上しています。都城市では山村定住住宅の売却が予

定されていて、73 百万円を計上しています。 
※１ 地方財政状況調査表のデータが昭和 44 年度から蓄積されており、そのデータを活

用して有形固定資産の金額を計算しています。今後は、固定資産台帳を整備し現況に即

した固定資産の金額を計算する必要があります。 
 

2） 投資等 

 「投資等」には、公社や第三セクター等への出資金や貸付金、基金、回収期限が到来

してから 1 年以上回収できていない債権（長期延滞債権）などの資産が計上されます。 
① 投資及び出資金 

 「投資及び出資金」のうち主要なものは、公営企業や公社、第三セクター等に対

する出資金・出えん金です。これらは地方三公社、第三セクター等を通じた行政サ

ービスの提供に活用されているものです。都城市の場合、投資及び出資金は 1,047
百万円と総資産額の 0.3％を占めています。 
 また、「投資損失引当金」とは、連結対象となる会計・団体・法人の財政状況が一

定以上悪化した場合、その損失に備えて計上される科目であり、マイナス金額で計

上されます。都城市の場合、計上額はゼロですが、「投資損失引当金」に金額を計上

している場合は、財政状況が悪化した公営企業会計や公社、第三セクターを抱えて

いることがわかります。 
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② 貸付金 

 「貸付金」には、中小企業振興や畜産関係振興などの産業振興目的の貸付金や、

高齢者住宅改良・災害救助資金などの福祉目的の貸付金など多岐にわたる貸付金が

あります。都城市では 722 百万円を計上しています。 
 なお、返済期限が到来しているにもかかわらず回収されていない貸付金は、「未収

金」あるいは「長期延滞債権」として別に計上されるため、「貸付金」に計上されて

いる額は、返済期限が到来していない債権の額となります。 
③ 基金等 

 基金には、特定の目的のために資金を積み立てる（資金を使用する際は、積み立

てた基金を取り崩して使用する）「特定目的基金」と、特定の目的のために定額の資

金を運用する（資金を使用する際は、基金の運用益を使用する）「定額運用基金」が

あります。貸借対照表では、「退職手当目的基金」と「その他特定目的基金」が特定

目的基金に該当し、「土地開発基金」と「その他定額運用基金」が定額運用基金に該

当します。都城市では、15,509 百万円（構成比 5.0％）を計上しています。これら

は、将来の支出に対する財源の備えといえますので、多いことが望ましいことは言

うまでもありません。（ただし、負債を抱えて基金を積み立てる場合もあります。） 
④ 長期延滞債権 

 「長期延滞債権」とは、納期限や回収期限から 1 年以上経過しているにもかかわ

らず、いまだ現金収入されていない債権を指します。都城市の場合は 1,474 百万円

計上していますが、これらを減少させていく、あるいはできる限り発生させないよ

うにする必要があります。「長期延滞債権」はできる限り少ない方が良いといえるで

しょう。 
⑤ 回収不能見込額 

 「貸付金」及び「長期延滞債権」のうち回収不能となることが見込まれる金額を

「回収不能見込額」として表示しています。回収不能となる金額は、個別の債権ご

とに、あるいは過去の回収不能実績をもとに一括して見積ります。できる限り少な

い方が良いことは明白です。（ただし、作成団体が実態に即した見積りを行って「回

収不能見込額」を計上する必要がありますが、財務書類作成の初期段階では精度に

バラつきが出ることが予想されます。） 
 都城市の場合、「貸付金」と「長期延滞債権」の合計額 2,196 百万円のうち 697 百

万円を「回収不能見込額」として計上しています。今後、残りの 1,499 百万円が適

正に回収できるように、努力する必要があります。 
 

3） 流動資産 

「流動資産」には、現金、必要に応じて柔軟に使える基金（財政調整基金・減債基金）、

税金等の未収金が計上されます。 
① 現金預金 

 「現金預金」には「財政調整基金」、「減債基金」、「歳計現金」があります。「財政

調整基金」や「減債基金」は将来の収入源や不足の支出、地方債の償還に備えて積



－ 5 － 

立てている基金です。これらの残高が多ければ今後の財政運営に比較的余裕がある

と言えます。また、「歳計現金」はその年度の収入から支出を差引いた残高です。都

城市では、現金預金の合計として 9,325 百万円を計上しています。 
② 未収金 

 「未収金」はその年度の歳入として調定したが、まだ収入がないものを「地方税」

と地方税以外の「その他」に区分して表示しています。なお、納付（回収）期限か

ら 1 年以上経過した債権は長期延滞債権に計上されますので、「未収金」には、滞納

期間が 1 年未満の債権が計上されていることになります。また、長期延滞債権と同

様に回収不能見込額も計上されます。 
 都城市では、地方税とその他を合わせて 526 百万円の未収金を計上していますが、

回収不能見込額を差引くと、382 万円が将来に収入が見込まれる金額となります。 
 

3. 負債の内訳 

 「負債」は、固定負債、流動負債に分類されます。 
1） 固定負債 

 「固定負債」とは、決算締め日から１年以降に支払や返済が行われる予定のものをい

います。 
① 地方債 

 「地方債」には、地方債のうち翌々年度以降に償還されるものが計上されます。

したがって、地方債残高の総額は、固定負債の「地方債」と流動資産の「翌年度償

還予定地方債」を合計したものになります。都城市の場合、固定負債の「地方債」

に 74,456 百万円を計上しており、「翌年度償還予定地方債」と合算した地方債残高

の総額は 82,746 百万円となっています。 
② 長期未払金 

 「長期未払金」とは、既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたものについて、

未だ支払っていない額、あるいは債務保証や損失補償の履行が確定した額などです。

例えば、公共資産を分割払いで購入したときなどに計上されます。 
③ 退職手当引当金 

 「退職手当引当金」は、翌年度退職予定職員を除く全職員が当該年度末時点で退

職した場合に必要となる退職手当額であり、将来、職員が退職した時点で支払う必

要がある金額です（実際に退職する時点ではさらに大きな金額となります）。したが

って、退職手当引当金に見合う「退職手当目的基金」が十分に計上されていない場

合、その差額分の退職手当の支払は将来の税収などにより賄わなければなりません。 
 都城市では、12,511 百万円の退職手当引当金を計上しています。これに対して退

職手当目的基金は 1,636 百万円しか積み立てられていない状況にあります。その差

額 10,875 百万円は、将来の税収や財政調整基金等の取崩しなどで賄うことになりま

す。 
2） 流動負債 

 「流動負債」とは、１年以内に支払や返済をしなければならないものをいいます。 
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① 翌年度償還予定地方債 

 地方債のうち翌年度償還予定額です。都城市では 8,290 百万円を計上しています。 
② 短期借入金 

 収支が不足した場合は翌年度の予算から前借りすることになりますが、この前借

り額（収支不足額）が「短期借入金（翌年度繰上充用金）」として計上されます。都

城市では収入から支出を差引いた額が黒字のため、収支不足はありません。 
③ 未払金 

 固定負債の長期未払金が翌々年度移行の支出予定額であるのに対し、翌年度支出

予定額は「未払金」として計上されます。 
④ 翌年度支払予定退職手当 

 「翌年度支払予定退職手当」とは、職員に支払う退職手当のうち翌年度支払予定

額です。したがって、この｢翌年度支払予定退職手当｣と固定負債の「退職手当引当

金」を合計した額が、現時点で全職員退職した場合に必要となる退職手当の額とな

ります。 
⑤ 賞与引当金 

 「賞与引当金」とは、翌年度に支給される賞与のうち当年度に発生した部分です。

都城市では６月と１２月に賞与が支給されますが、翌年度６月に支給されるべきも

ののうち、１２月から３月までの４ヶ月間に債務が発生したものとして計上してい

ます。金額としては 756 百万円を計上しています。 
 

4. 純資産の内訳 

 「純資産」は、公共資産等整備国県補助金等、公共資産等整備一般財源等、その他の一般

財源等、資産評価差額に分類されます。 
1） 公共資産等整備国県補助金等 

 「公共資産等整備国県補助金等」とは、住民サービスを提供するための財産を取得し

た財源のうち国・県から補助を受けた部分です。 
2） 公共資産等整備一般財源等 

 「公共資産等整備一般財源等」とは、住民サービスを提供するために財産を取得した

財源のうち、上記の国県補助金と建設地方債を除いた部分です。 
3） その他一般財源等 

 「その他一般財源等」とは、公共資産等以外の資産から公共資産等整備財源以外の負

債を差し引いた額です。したがって、翌年度以降に自由に使用できる財源ということに

なります。多くの自治体で、この「その他一般財源等」が負の数値になることが予想さ

れています。 
4） 資産評価差額 

 「資産評価差額」とは「売却可能資産」の取得価格と売却可能価格との差額や、「投資

及び出資金」のうち市場価格のある有価証券の取得価格と時価との差額などです。資産

の再評価により増加あるいは減少した額が計上されます。 
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以上について、貸借対照表を分解して表してみます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 このように、純資産は何の財源になっているか、区分されていることがわかります。つ

まり、公共資産等の財源として既に投下された財源と、まだ投下されていない自由な財源

です。したがって、「純資産が大きい」といっても将来の財源が潤沢なわけではないこと

に注意する必要があります。 
 

＜図表１－２ 平成２０年度都城市貸借対照表の構成＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 これを見ると、都城市が公共資産等の整備財源をどのように賄っているかがわかります。

都城市の場合、「公共資産」と「投資等」の合計額 290,674 百万円に対して、約 20.8％を将

来負担（地方債等）、約 18.8％を国県補助金等で賄い、残りの約 60.4％を一般財源等により

負担済みであることがわかります。 
 また、その他の一般財源等は 20,073 百万円のマイナスとなっています。翌年度以降に自

資産 

負債 

純資産 

公共資産等 

（ 公 共 資 産 整 備 に 関 係

しない基金等を除く） 

公共資産等財源の地方債 

公共資産等国県補助金 

公共資産等一般財源 

資産評価差額 

その他の資産 

（ 資 産 総 額 か ら 上 記 公

共資産等を除いた額） 

公共資産等財源 

以外の地方債 

その他の負債 

その他一般財源等 

投資等 

7,030 

（単位：百万円） 

投資等 

11,026 

公共資産整備 

60,436 

地方債等 

公共資産整備 
国県補助金等 

54,680 

公共資産整備 
一般財源等 

174,987 

資産評価差額 

570 

公共資産整備に 
関係するもの 

公共資産 

279,648 

 

公共資産整備に 
関係しないもの 

流動資産 

9,707 

公共資産整備 

22,310

以外の地方債 

その他の負債 

14,500 

△20,073 

その他の一般財源 

公共資産等の構成 流動資産等の構成 

分
解 

（注）四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。  
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由に使用できる財源がマイナスということは、すなわち、翌年度以降の負担額のうち 20,073
百万円については使途が既に拘束されているということになります。具体的には、退職手

当引当金や臨時財政対策債などの地方の赤字補てん債など資産形成につながらない（将来

に負担のみを残している）負債に対して、それらの支出に対する備えが十分に蓄えられて

いないことを表しています。その他一般財源等のマイナス額が大きいことは好ましいこと

ではありません。ただし、都城市が例外的なわけではなく、多くの団体は多かれ少なかれ

その他一般財源等はマイナスになるものと思われます。特に、臨時財政対策債や減税補て

ん債などの赤字補てん債は、地方交付税の代替措置として発行が認められたものであり、

償還財源は将来の地方交付税により賄うことが見込まれています。 
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5. 注記 

 貸借対照表には本表以外に注記情報も記載されています。注記情報から何が読み取れるか

見ていきます。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜図表１－３ 平成２０年度都城市貸借対照表の注記情報＞ 

（注）四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。  

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 1,678 百万円

②教育 2,656 百万円

③福祉 1,631 百万円

④環境衛生 2,870 百万円

⑤産業振興 16,647 百万円

⑥消防 5 百万円

⑦総務 496 百万円

計 25,984 百万円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 11,115 百万円

②地方債 3,070 百万円

③一般財源等 11,798 百万円

計 25,984 百万円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 909 百万円

②債務保証又は損失補償 60 百万円

（うち共同発行地方債に係るもの 0 百万円）

③その他 5,597 百万円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち52,005百万円については、償還時に地方交付税の

      算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

普通会計の将来負担額 119,086 百万円

[内訳]　普通会計地方債残高 82,746 百万円 82,746 百万円

　　　　債務負担行為支出予定額 1,241 百万円 0 百万円 1,241 百万円

　　　　公営事業地方債負担見込額 20,660 百万円 20,660 百万円

　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 百万円 0 百万円

　　　　退職手当負担見込額 14,439 百万円 14,439 百万円

　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 百万円 0 百万円 0 百万円

　　　　連結実質赤字額 0 百万円 0 百万円

　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 百万円 0 百万円

基金等将来負担軽減資産 99,040 百万円

[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 21,415 百万円

　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 9,960 百万円

　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 67,665 百万円

(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 20,047 百万円

※５　有形固定資産のうち、土地は65,973百万円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は168,915百万円です。

※６　売却可能資産の範囲は平成21年度当初予算において、財産収入として措置されている公共資産です。

※７　売却可能額の算定方法は、鑑定評価に基づくものです。

[内訳]

項目 金額

注記

【契約債務・偶発債務】

負債計上

【（翌年度償還予定）地方
債・（長期）未払金・引当

金】
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1） 他団体及び民間への支出金により形成された資産 

 地域住民のための資産整備は、自団体で行う資産整備以外にも他団体及び民間への支

出金により形成されますので、貸借対照表に計上された資産にこの注記金額を合算して

見ることにより、全体でこれまでにどれだけの資産整備を行ってきたかがわかります。

なお、貸借対照表に計上されている有形固定資産と同様、減価償却を行ったものとして

金額を算定しますので、記載されている金額は減価償却額控除後の金額となります。 
 都城市では、他団体及び民間への支出金により形成された資産が総額で 25,984 百万円

あり、自団体で整備した公共資産の 1 割弱相当の資産が他団体及び民間他団体及び民間

を通じて形成されています。また、そのうち産業振興費が 16,647 百万円（構成比 64.1％）

と大きな割合を占めていることがわかります。 
2） 債務負担行為に関する情報 

「債務負担行為に関する情報」には、貸借対照表の「長期未払金」「未払金」に計上され

たもの以外に将来負担となる可能性があるものが計上されています。 
 都城市の場合、物件の購入等に 909 百万円、債務保証又は損失補償に 60 百万円、その

他（利子補給など）5,597 百万円を計上しています。これらはすぐに負担が発生するもの

ではありませんが、その内容や今後の推移に注意が必要です。 
3） 交付税措置地方債の金額 

 地方債の中には、その償還財源として地方交付税に見込まれるものが存在しますので、

その金額が注記されています。 
 都城市では、地方債残高 82,746 百万円のうち 52,005 百万円については、将来の地方

交付税の算定基礎に含まれることが見込まれています。ただし、あくまでも算定基礎に

含まれるだけであって、必ず交付されるとは限らないことに注意が必要です。昨今の地

方交付税改革の動向や国の地方交付税特別会計の持続可能性等を考えると、決して楽観

できるものではないでしょう。 
4） 普通会計の将来負担に関する情報 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律が施行され、地方公共団体の健全性を判断

する枠組みが大きく変わりましたが、健全性を判断する比率の一つである「将来負担比

率」に関する情報が記載されています。普通会計の将来負担として見込まれる金額及び

将来負担を軽減する財源として見込まれる金額が分かります。 
 都城市では、119,086 百万円の将来負担に対して 99,040 百万円の将来負担軽減資産が

あり、差額の 20,047百万円が普通会計の将来負担すべき実質的な負担額となっています。 
5） 土地及び減価償却累計額 

 有形固定資産のうち土地の金額と減価償却累計額が注記されています。これにより土

地以外の償却資産も分かりますので、どの程度減価償却が進んでいるかを把握すること

ができます。 
 都城市では、有形固定資産合計額 279,575 百万円のうち土地が 65,973 百万円ですので、

償却資産は差額の 213,602 百万円です。これに対して、減価償却累計額は 168,915 百万

円ですので、償却資産の取得価格 382,517 百万円（＝213,602 百万円＋168,915 百万円）

に対して、約 44.2％の償却が進んでいることになります。 
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第２節 行政コスト計算書の読み方 

1. 行政コスト計算書とは 

1） 行政コスト計算書の役割 

 行政コスト計算書は、４月１日から３月３１日までの１年間の行政活動のうち福祉や

ごみ収集といった資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と、その直接の対価

として得られた財源を対比させた財務書類です。 
 今までの官庁会計にはない発生主義に基づき計上されています。 

2） 行政コスト計算書の構成要素と性質別・目的別行政コスト 

 行政コスト計算書は「経常行政コスト」と「経常収益」からなり、これらを差し引い

たものが、「純経常行政コスト」になります。また、行政コスト計算書は性質別と行政目

的別（行政分野別）のマトリックス形式で表示されます（図表２－１参照）。 
 

2. 経常行政コスト、経常収益と純経常行政コスト 

 都城市の行政コスト計算書では、資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供す

るために要した経費の金額を経常行政コストで表し、施設利用料などの主に行政サービス提

供の過程で得られた受益者負担を経常収益で表しています。行政サービスを提供するうえで

最も重要な財源である税収や地方交付税は経常収益に含めないため、経常行政コストと経常

収益とを比べると一般的には大幅なコスト超過になります。 

 このように、経常行政コストと経常収益との差し引きで表される純経常行政コストは、民

間企業の損益計算書で表される利益の概念とは異なることがわかります。この純行政コスト

は、後に出てくる純資産変動計算書において、税収や地方交付税等によって賄われることに

なります。 
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＜図表２－１ 平成２０年度都城市行政コスト計算書＞ 

行政コスト計算書（普通会計）
自　平成20年4月  1日

至　平成21年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：百万円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 10,466 18.3% 1,056 1,161 1,486 897 1,131 1,479 2,877 381 0

（２）退職手当引当金繰入等 1,614 2.8% 165 174 245 148 182 221 465 14 0

（３）賞与引当金繰入額 756 1.3% 75 82 112 69 83 95 214 27 0

小　　計 12,836 22.5% 1,295 1,417 1,842 1,113 1,395 1,795 3,555 422 0

（１）物件費 7,191 12.6% 652 1,898 664 1,921 252 167 1,619 19 0

（２）維持補修費 340 0.6% 211 55 8 36 11 1 18 0

（３）減価償却費 9,476 16.6% 4,080 1,296 292 1,037 1,897 245 629

小　　計 17,007 29.8% 4,943 3,249 964 2,994 2,160 413 2,266 19 0

（１）社会保障給付 12,498 21.9% 130 12,362 6

（２）補助金等 2,151 3.8% 35 379 389 100 574 95 565 14 0

（３）他会計等への支出額 7,976 14.0% 1,241 0 5,664 344 727 0 0 0

（４）他団体への

　　　公共資産整備補助金等
3,061 5.4% 47 486 404 299 1,798 3 24 0

小　　計 25,686 45.0% 1,324 995 18,819 748 3,099 98 589 14 0

（１）支払利息 1,480 2.6% 1,480

（２）回収不能見込計上額 81 0.1% 81

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 1,560 2.7% 0 0 0 0 0 0 0 0 1,480 81 0

57,089 7,562 5,660 21,625 4,855 6,655 2,306 6,410 455 1,480 81 0

（　構　成　比　率　） 13.2% 9.9% 37.9% 8.5% 11.7% 4.0% 11.2% 0.8% 2.6% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 1,167 287 43 201 94 3 2 112 0 0 0 424

２ 分担金・ 負担金・ 寄附 金 ｃ 1,433 56 17 969 173 0 182 5 0 0 0 30

2,600 343 61 1,171 267 3 184 117 0 0 0 455

ｄ／ａ 4.55% 4.5% 1.1% 5.4% 5.5% 0.0% 8.0% 1.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0

54,490 7,219 5,600 20,455 4,589 6,652 2,122 6,294 455 1,480 81 0 △ 455（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

１

２

３

４

（注）四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。  
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性質別行政コストの内訳 人にかかるコストの目的別グラフ

1,056 1,161
1,486
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1,131

1,479

2,877
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1,000

2,000

3,000

4,000

生活インフラ・
国土保全

福　祉 産 業 振 興 総　務

物にかかるコストの目的別グラフ

4,943

3,249

964

2,994

2,160

413

2,266
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0

1,500

3,000

4,500

6,000

生活インフラ・

国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会

移転支出的なコストの目的別グラフ

1,324 995

18,819

748

3,099

98 589 14
0

5,000
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15,000

20,000

生活インフラ・

国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会

（百万円）

（百万円）

（百万円）

その他のコスト
1,560百万円
2.7％

物にかかるコスト
17,007百万円
29.8％

移転支出的なコスト
25,686百万円
45.0％

人にかかるコスト
12,836百万円
22.5％

行政コストの目的別グラフ

7,323
5,405

21,269

4,639
6,390

1,990

5,732

414
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

生活インフラ・

国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会
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3. 行政コストの内訳とコスト構造 

 さらに、行政コスト計算書を性質別と目的別に分けて見ていきます。 

1） 性質別行政コストの内訳とコスト構造 

 都城市の行政コスト計算書を性質別にその内訳を見ると人件費は 10,466 百万円、物件

費は 7,191 百万円、補助金等は 2,151 百万円となっています。同じ行政サービスを提供

するにも、職員自らがその活動を行えば人件費の金額と割合が大きくなります。一方で、

外部に委託してサービスを提供すると、物件費の割合が高くなります。その他にも、自

前の施設を用いて行政サービスを提供する自治体は減価償却の割合が高くなり、施設を

賃借し行政サービスを提供する自治体では物件費の割合が高くなります。このように、

どのような手法で行政サービスを提供するかによって、コスト構造は異なることになり

ます。逆の言い方をすれば、コスト構造を他の自治体と比較することで、その自治体の

行政サービス提供の特徴を見出すことができます。 

2） 目的別行政コストの内訳とコスト構造 

 経常行政コストを目的別に見ていくことで、その自治体がどのような行政分野に力を

入れているかを把握することができます。都城市では、福祉（構成比 37.9％）がトップ

で、社会保障給付が主な要因と考えられます。また、広大な面積を持つ都城市では、生

活インフラ・国土保全の割合も高くなっています（同 13.2％）。 

 実際には、目的と性質をクロスして見ることにより、さらに細かな分析が可能になり

ます。 

 

4. 経常収益の内訳と分析 

 経常収益は、性質別には使用料・手数料と分担金・負担金・寄附金に分けて表示します。

使用料・手数料は、施設を利用した際に徴収する料金など、いわゆる受益者負担金の１年間

の調定額を表しています。分担金・負担金・寄附金もそれぞれ１年間の調定額を表していま

す。 

 これらの経常収益を教育、福祉、環境衛生などの目的別に見ることで、どのような行政分

野がどの程度の受益者負担で賄われているかを見ることができます。 

 例えば、都城市の行政コスト計算書では、経常行政コストと経常収益合計との比率（ｄ／

ａ）は、消防 8.0％、福祉 5.4％、環境衛生 5.5％となっており、全体では 4.55％と、経常行

政コストの多くが受益者負担以外の税金等で賄われていることが分かります。 

 なお、経常収益の右端にある一般財源振替額とは、特定の目的のために徴収した使用料等

が、その事業に費やした経費を上回った金額のことです。 
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第３節 純資産変動計算書の読み方 

1. 純資産変動計算書とは 

 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのよ

うに変動したかを表している計算書です。 

 第１節で見たように、純資産の部は今までの世代が負担してきた部分ですので、１年間で

今までの世代が負担してきた部分が、どのように増えたのか（減ったのか）がわかります。 

 

2. 純資産変動計算書の内容 

 都城市の純資産変動計算書をいくつかの部分に分けて、その内容を見ていきます。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 208,430 56,328 172,763 △ 20,646 △ 15

純経常行政コスト △ 54,490 △ 54,490

一般財源

地方税 18,648 18,648

地方交付税 19,732 19,732

その他行政コスト充当財源 4,694 4,694

補助金等受入 12,544 820 11,724

臨時損益

災害復旧事業費 △ 123 △ 123

公共資産除売却損益 219 219

投資損失 △ 19 △ 19

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 2,322 △ 2,322

公共資産処分による財源増 △ 41 △ 126 152 15

貸付金・出資金等への財源投入 2,372 △ 2,372

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 2,426 2,426

減価償却による財源増 △ 2,426 △ 7,050 9,476

地方債償還に伴う財源振替 7,132 △ 7,132

資産評価替えによる変動額 570 570

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0

期末純資産残高 210,165 54,680 174,987 △ 20,073 570

純資産変動計算書
自　平成20年4月  1日

至　平成21年3月31日

１） 

２） 

３） 

４） 

＜図表３－１ 平成２０年度都城市純資産変動計算書＞ 

（注）四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。  
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1） 経常行政コストと財源 

 純経常行政コストに対して一般財源及び経常的な補助金等受入の金額がどの程度ある

かを見ることにより、純経常行政コストが受益者負担以外の経常的な財源によりどの程

度賄われているかがわかります。 
 都城市では、純経常行政コスト 54,490 百万円に対して、地方税などの一般財源で

43,074 百万円、経常的なコストに対する補助金で 12,544 百万円であり、辛うじて純経

常行政コストを賄えている状況です。 
2） 臨時損益 

 経常的なコストや財源のほかに、災害復旧事業費や公共資産の除売却・投資の損失な

ど、臨時的な要因によるコストや収入も発生します。 
 都城市では 123 百万円の災害復旧事業費のほか、公共資産除売却に伴う利益 219 百万

円、投資及び出資金の時価もしくは実質価格の下落による投資損失 19 百万円が臨時損益

として発生していることがわかります。 
3） 科目振替 

 １）、２）に記載した事項が主な純資産の変動要因になりますが、資本的な収入及び支

出に伴う純資産内部の振替が発生します。具体的には以下のようなものがあります。 
① 公共資産整備への財源投入、貸付金・出資金への財源投入 

 これは財源として拘束されていなかった一般財源が、公共資産や貸付金、出資金

の財源として使用される（資本的支出）ことにより、公共資産等整備一般財源とし

て拘束されることを表しています。 
 都城市では、2,322 百万円の一般財源が公共資産整備に、2,372 百万円の一般財源

が貸付金・出資金等に投下されたことがわかります。 
② 公共資産処分による財源増、貸付金・出資金等の回収による財源増 

 これは、公共資産等の財源として拘束されていた財源が、公共資産の処分や貸付

金・出資金等の回収により使途の自由な一般財源として回収された（資本的収入）

ことを表しています。 
 都城市では、公共資産の処分・売却により 152 百万円の一般財源が増加したこと

がわかります。また、貸付金・出資金等の回収等により 2,426 百万円の一般財源が

回収されたことがわかります。 
③ 減価償却による財源増 

 これは、②と同様に、公共資産等の財源として拘束されていた財源が、公共資産

の減価償却（価値減少）に伴い一般財源として回収されたことを表しています。 
 都城市では、行政コスト計算書上でコストとして計上された減価償却費 9,476 百

万円のうち、国県補助金等を財源とする部分 2,426 百万円と公共資産整備一般財源

等を財源とする部分 7,050 百万円が、その他一般財源へ振り替えられています。 
④ 地方債償還に伴う財源振替 

 公共資産等整備の財源として発行された地方債を償還することにより、公共資産

等整備の財源のうち、地方債によって賄われていた部分が一般財源に置き換わるこ

ととなります。すなわち、公共資産等整備財源として発行した地方債を償還すると



－ 17 － 

いうことは、公共資産等整備への財源投入と同じ性格を持つということです。した

がって、公共資産等整備への財源投入と同様に、償還額をその他の一般財源等から

公共資産等整備一般財源へ振り替える必要があります。 
 都城市では、社会資本整備の財源として発行していた地方債 7,132 百万円を一般

財源で償還したため、これが公共資産等整備一般財源等として拘束されたことを表

しています。 
 

4） 資産評価に伴う増減 

 売却可能資産や有価証券の時価評価に伴い、評価による増減額が生じます。また、価

値のある資産を無償で受贈したことによる受贈益が発生する場合もあります。これらは、

潜在的な一般財源を増減させますので、資産評価差額の増減として計上します。 
 
 

 
 これらの純資産変動の結果、都城市では全体として 1,735 百万円の純資産増加がありましたが、

拘束的な公共資産等整備国県補助金等が 1,648 百万円の減少し、公共資産等整備一般財源等が

2,224 百万円、非拘束的なその他一般財源は 573 百万円増加していることがわかります。非拘束

的な財源が増加したということは、将来自由に使える一般財源が増加したことを意味するので、

財政の弾力性が回復しつつあると言えます。 
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第４節 資金収支計算書の読み方  
1. 資金収支計算書とは 

 資金収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（活動）

に分けて表示した財務書類です。３つの区分とは「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の

部」及び「投資・財務的収支の部」です。 
 まず経常的収支の部には、人件費や物件費のなどの支出と税収や手数料などの収入が計上

されており、日常の行政活動による資金収支の状況が表示されています。 
 次に公共資産整備収支の部では、公共資産の整備などによる支出とその財源である補助

金・借金などによる収入が計上されており、いわゆる公共事業に伴う資金の使途とその財源

の状況が表示されます。 
 最後に投資・財務的収支の部には、出資、貸付金、基金の積立、借金などの返済などによ

る支出とその財源である補助金、借金、貸付金元金の回収などの収入が計上されており、投

資活動や借金の返済（財務活動）による資金の出入りの状況が表示されます。 
 以上の３つの区分で表される資金収支計算書からは、自治体のどのような活動に資金が必

要とされ、それをどのように賄ったのかがわかるとともに、歳計現金をどのような性質の活

動で獲得し、または使用しているのかを読み取ることができます。 
 

2. 経常的収支の部、公共資産整備収支の部、投資・財務的収支の部の関係 

 資金収支計算書の３つの区分は、経常的収支の部で生じた収支余剰（黒字）で公共資産整

備収支の部と投資・財務的収支の部の収支不足（赤字）を補てんするという関係になります。 
 経常的収支の黒字よりも公共資産整備収支と投資財務的収支の赤字合計が大きい場合は、

期首にあった歳計現金が減少していることを表しています。 
 なお、経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支の合計は、その年度の歳計現金

の増減額と一致します。 
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3. 経常的収支の部の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 支出には、人件費、物件費などの日常サービスの行政サービスを行うに当たって必要な支

出項目が並んでいます。また歳入歳出決算では公債費に含まれている地方債の利息部分や他

会計等に対する繰出金のうち事務費等の充当財源も経常的収支の部に計上されます。 

 都城市では、金額の大きい順に、人件費 12,711 百万円、社会保障給付 12,498 百万円、物

件費 7,191 百万円などとなっており、合計で 42,606 百万円の支出があることがわかります。 

 一方、収入には、地方税、地方交付税などの日常の行政サービスのための支出を賄う収入

（財源）が計上されています。また、地方債発行額が計上されていますが、これは、臨時財

政対策債などのいわゆる赤字補てん債を発行したことを表しています。 

 都城市では、金額の大きい順に、地方交付税 19,732 百万円、地方税 18,499 百万円、国県

補助金等 10,040 百万円などとなっており、かなりの部分を国などに依存していることがわか

ります。経常的収入の合計は 57,983 百万円であり、経常的収支額は 15,377 百万円の黒字と

なっています。 

 

 

 

＜図表４－１ 平成２０年度都城市資金収支計算書（経常収支の部）＞ 

（単位：百万円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

1,032

3,867

57,983

15,377

1,159

1,359

725

1,571

42,606

18,499

19,732

10,040

2,151

1,480

6,113

463

１ 経 常 的 収 支 の 部

12,711

7,191

12,498

（注）四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。  
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4. 公共資産整備収支の部の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 支出には、自団体で社会資本を整備する公共資産整備支出、他団体に補助金を支出して公

共資産を整備する公共資産整備補助金等支出、そして他会計への繰出金や補助費等のうち建

設費に充てられるものなどが計上されています。 

 都城市では大部分が自団体で行う公共資産整備に係る支出であり、6,140 百万円が計上さ

れています。合計では 9,437 百万円が公共資産整備のために支出されていることがわかりま

す。 

 一方、収入には、公共資産整備支出の財源となった国県補助金等、地方債発行額、基金取

崩額などが計上されています。 

 都城市では地方債発行額が 3,331 百万円、国県補助金等 2,504 百万円などが計上されてい

ており、収入合計は 7,025 百万円となっています。 

 この結果、公共資産整備収支の額は 2,412 百万円の赤字となっています。 

 

 

＜図表４－２ 平成２０年度都城市資金収支計算書（公共資産整備収支の部）＞ 

（単位：百万円）

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

78

7,025

△ 2,412

2,504

3,061

3,331

1,112

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

6,140

236

9,437

（注）四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。  
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5. 投資・財務的収支の部の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 支出には、借金の返済額、他会計の借金返済に充当するための繰出金や補助金、他団体等

に対する出資、貸付金、基金への積立金が計上されています。 

 都城市では、地方債償還額 8,768 百万円のほか、他会計等への公債費充当財源繰出支出

1,710 百万円が計上されており、表面上の借金とは別の借金的要素を持つ支出があることが

わかります。 

 一方、収入には、支出の財源となった国県補助金等のほか、貸付金の回収額や公共資産の

売却収入が計上されています。 

 都城市では、地方債発行額 463 百万円があり、主なものとして地域振興基金の積立に合併

特例事業債を充当しています。収入合計では 2,737 百万円となっています。 

 この結果、投資・財務的収支額は 12,706 百万円の赤字となっています。 

 

 また、都城市の全体の収支をみると、平成２０年度の１年間で 259 百万円の歳計現金が増

加し、期末の歳計現金残高は 1,396 百万円となっています。 

 

＜図表４－３ 平成２０年度都城市資金収支計算書（投資・財務的収支の部ほか）

（単位：百万円）

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

当年度短期借入金（翌年度繰上充用金）増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

0

259

1,137

1,396

371

90

2,737

△ 12,706

0

1,814

0

463

1,710

8,768

15,443

0

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

13

1,859

3,094

（注）四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。  
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6. 注記 

 資金収支計算書には、本表以外に注記情報も記載されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1） 一時借入金に関する情報 

 一時借入金の借入及び返済は決算上歳入歳出として扱われないため、資金収支計算書

にも計上されません。しかしながら、夕張市の財政破綻でも問題になったように、資金

繰りに関する情報としては非常に重要な情報です。したがって、資金収支計算書には一

時借入金の借入限度額、一時借入金利子の金額が注記されています。 

 都城市では、一時借入金の借入限度額を 7,000 百万円に設定しています。 

2） 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報 

 地方債の発行・償還や財政調整基金・減債基金の積立・取崩を除いた、基礎的な収支

情報が注記されています。 

 都城市の場合、１年間で 259 百万円の歳計現金が増加していることや、地方債の元利

償還額（10,248 百万円）が地方債発行額（5,364 百万円）を上回っていることなどによ

り、最終的な基礎的財政収支は 6,473 百万円の黒字となっています。 

 

 

 

 

 

 

＜図表４－３ 平成２０年度都城市資金収支計算書（注記）＞ 

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成20年度における一時借入金の借入限度額は7,000百万円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 百万円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 百万円

10,248
1,891
6,473

67,745
5,364

561
67,486

（注）四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。  
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第５節 財務書類４表の関係  
 財務書類は４つの表から構成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 貸借対照表の純資産には、国・県からの補助金や自団体の財源で既に負担した部分を表してい

ますが、この純資産の変動をあらわしたものが純資産変動計算書になります。純資産変動計算書

における純資産変動要因の主なものは、純経常行政コスト（純資産のマイナス要因）と一般財源、

補助金受入等（純資産のプラス要因）ですので、純経常行政コストが一般財源、補助金受入等を

上回れば純資産が減少し、逆に、一般財源、補助金等受入等が純経常行政コストを上回れば純資

産が増加することになります。 

 貸借対照表は、左側（借方）が財産、右側（貸方）が財源となっており、必ず左側（借方）の

合計額と右側（貸方）の合計額が一致しますので、純資産が減少するということは、資産が減少

するか、あるいは、負債が増加するということになります。逆に、純資産が増加するということ

は、資産が増加するか、あるいは負債が減少するということになります。すなわち、純資産変動

計算書において、純経常行政コストが一般財源、補助金受入等を上回る（一般財源及び補助金等

で純経常行政コストを賄いきれない）ということは、将来世代への蓄積である資産（基金など）

を取崩すか、あるいは将来世代の負担である負債を増加させる結果になるということです。逆に、

一般財源、補助金受入等が純行政コストを上回る（一般財源及び補助金等で純行政コストを賄い

きったうえで余剰が生じる）ということは、将来世代への資産をさらに蓄積するか、あるいは将

＜図表４－４ 財務書類４表の関係＞ 

（注）四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。  

貸借対照表 行政コスト計算書

（平成21年3月31日現在） （期間　平成20年4月 1日　～　平成21年3月31日）

経常費用の部

1.　公共資産 279,648 1.　地方債 82,746 1.　人にかかるコスト 12,836

2.　投資等 18,057 2.　その他の負債 14,501 2.　物にかかるコスト 17,007

3.　流動資産 9,707 純資産の部 3.　移転支出的なコスト 25,686

（うち歳計現金） 1,396 230,238 4.　その他のコスト 1,560

△ 20,073 経常収益の部

純資産合計 210,165 使用料・手数料　等 2,599

資産合計 307,412 負債及び純資産合計 307,412 54,490

資金収支計算書 純資産変動計算書

（期間　平成20年4月 1日　～　平成21年3月31日） （期間　平成20年4月 1日　～　平成21年3月31日）

経常的収支の部 15,377 期首純資産残高 208,430

公共資産整備収支の部 △ 2,412 純経常行政コスト △ 54,490

投資・財務的収支の部 △ 12,706 一般財源 43,074

当年度歳計現金増減額 259 補助金等受入 12,544

期首歳計現金残高 1,137 その他 607

期末歳計現金残高 1,396 期末純資産残高 210,165

（単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：百万円）

純経常行政コスト

（経常費用－経常収益）

負債の部資産の部

公共資産等整備財源

その他一般財源

（単位：百万円）
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来世代の負担である負債を減少させる結果になるということです。 

 また、行政コスト計算書は、上記で説明した純資産変動計算書における純経常行政コストの詳

細な内訳表です。１年間にかかった経常行政コスト総額から受益者負担である経常収益を控除す

ることで、純経常行政コストが算出されます。 

 最後に、資金収支計算書は歳計現金の動きを表す計算書ですが、期末歳計現金残高は貸借対照

表の歳計現金と必ず一致します。すなわち、資金収支計算書は貸借対照表に計上されている歳計

現金の増減明細ということになります。 

 このように、財務書類４表は有機的に結びつくことで、自治体の現状をより詳細・的確に把握

できると言えるでしょう。 

 

 

 

 

 

 


